
令 和 ７ 年 度 予 算 案 の 要 点

令和７年２月

奈 良 県



令和７年度当初予算案 ５,６３７億円

令和６年度当初予算（５,４４０億円）比
＋１９７億円 ＋３．６％

令和７年度予算案について

一般会計の予算規模

奈良県のもつ可能性を最大限に引き出し、県民が暮らしの豊かさを実感できる
奈良県にしていくため、

知事就任以来、まい進してきた様々な取組を更に加速化

引き続き行財政改革に取り組み、既存事業の見直しを徹底

交付税措置のない県債残高と県税収入額との比率が改善する（⑥２.７倍→
⑦２.６倍）など、財政の健全性を維持

＜歳入の状況＞

・県税等 ⑦ 2,217億円［⑥ 2,088億円］ ＋129億円 ＋ 6.2％

県税 1,328億円［⑥ 1,238億円］ ＋ 90億円 ＋ 7.3％
地方消費税清算金 594億円［⑥ 548億円］ ＋ 47億円 ＋ 8.5％
地方譲与税 286億円［⑥ 260億円］ ＋ 26億円 ＋10.0％
地方特例交付金 8億円［⑥ 42億円］ △ 34億円 △81.0％

・地方交付税 ⑦ 1,757億円［⑥ 1,784億円］ △ 27億円 △ 1.5％

（Ｒ６当初予算には臨時財政対策債を含む）

・財政調整基金取崩し ⑦ 20億円［⑥ －億円］

・県債 ⑦ 525億円［⑥395億円］ ＋130億円 ＋32.9％

※県債残高 ⑦末見込 8,746億円［⑥末見込 8,831億円］ △84億円

※交付税措置のない県債残高と県税収入額との比率 ⑦２.６倍［⑥２.７倍］
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交付税措置のない県債残高

県税収入額

（R５までは現在高、R６は２月補正予算案（開会日提出分）後、Ｒ７は当初予算案）

2.6倍
交付税未措置額
／県税収入額

（億円）
交付税措置のない県債残高と県税収入額の推移

2.7倍3.1倍 2.7倍3.0倍 3.0倍 2.8倍 2.6倍3.4倍 3.4倍 3.1倍

※Ｒ６及びＲ７の県税収入額には、定額減税減収補てん特例交付金を含む。

※ ※
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＜歳出の状況＞

・人件費 ⑦1,490億円［⑥1,450億円］ ＋40億円 ＋2.7％

退職手当 ⑦64［⑥101］ 退職手当以外 ⑦1,426［⑥1,349］

・公債費 ⑦702億円［⑥720億円］ △17億円 △2.4％

元金 ⑦652［⑥677］ 利子 ⑦50［⑥43］

・主な社会保障関係経費 ⑦707億円［⑥691億円］ ＋16億円 ＋2.2％

介護給付費負担金 ⑦189［⑥178］ 後期高齢者医療保険関係経費 ⑦228［⑥219］

障害者自立支援給付 ⑦ 97［⑥ 89］ 国民健康保険関係経費 ⑦118［⑥127］

生活保護費 ⑦ 51［⑥ 52］ 児童手当負担金 ⑦ 24［⑥ 26］

・県税交付金等 ⑦580億円［⑥531億円］ ＋ 49億円 ＋ 9.2％

・投資的経費 ⑦892億円［⑥783億円］ ＋109億円 ＋13.9％

＜主な増減要因＞

文化会館整備 ⑦ 41［⑥ 4］＋37

消防防災ヘリコプター更新 ⑦ 27［⑥ - ］＋27

防災行政通信ネットワーク再整備 ⑦ 24［⑥ 1］＋23

公共事業（補助、単独、直轄） ⑦576［⑥552］＋23

大和平野中央の用地取得 ⑦ 24［⑥ 10］＋14

災害復旧（国道169号高原トンネル） ⑦ - ［⑥ 17］△17 など

・その他 ⑦1,266億円［⑥1,265億円］ ＋ 1億円 ＋ 0.0％

＜主な増減要因＞

公立学校情報機器整備市町村補助 ⑦ 36［⑥ - ］＋36

参議院議員選挙関係 ⑦ 9［⑥ - ］＋ 9

令和７年国勢調査 ⑦ 8［⑥ - ］＋ 8

公共工事等事務円滑化関連システム ⑦ 6［⑥ 1］＋ 5

流域下水道事業費特会への繰出金 ⑦ 11［⑥ 6］＋ 5

国民スポーツ大会・全国障害者 ⑦ 4［⑥ 1］＋ 3
スポーツ大会開催準備等

県営住宅指定管理料 ⑦ 6［⑥ 4］＋ 3

統合財務システム再構築 ⑦ 3［⑥ - ］＋ 3

医大関係経費特会への繰出金 ⑦ 0［⑥101］△101

（教育・研究部門の移転整備等） など

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある

行財政改革の取組

継続事業の見直し

〈主な事業〉 （単位：百万円）

・観光振興の土台づくりに向けた人材育成 ▲ 22 [▲ 12]
（リーダー人材への伴走支援､ハイエンド誘客促進に向けた行政職員研修等）

・イベント事業の見直し ▲ 20 [▲ 13]
（奥大和地域におけるガストロノミーツーリズム等）

事業効果の高い施策への重点化を図るため、既存事業の見直し
を徹底

① 事業の廃止

※金額は令和６年度予算比。[ ]は一般財源

43事業 効果額 ▲ 257 [▲ 177] 百万円

② 事業の見直し

③ 事業の完了等

65事業 効果額 ▲ 1,182 [▲ 237] 百万円

40事業 予算減 ▲ 744 [▲ 494] 百万円

〈主な事業〉 （単位：百万円）

・「ぐるっとバス」の運行 ▲ 62 [▲ 62]
（路線バスとの重複の解消等を図るため、運行形態・頻度・ルートや運賃等を見直し）

・オープンイノベーションプログラム ▲ 15 [▲ 8]
（県内企業とスタートアップとの共創支援から、社内ベンチャーの創出支援に見直し）

【令和７年度より補助金の新規募集を停止するもの】

・研究開発支援補助金 R7予算案 93百万円

・宿泊施設整備資金（総合特区支援）利子補給 R7予算案 78百万円
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注）本資料の数値については、表示単位未満で四捨五入しているため、

数値の計と合計が一致しない場合がある
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